利用者負担額の算定方法について
令和２年２月のサービス利用分と３月サービス利用の差額を算出することにより、対象経費相当額を算出する。（別添国フロー参照）




【算定前に確認すること】
　①　算定しようとする児童が、３月２日から春休みの前日までの間に利用実績があるか。ない場合は除く。
　②　明らかに臨時休業によって報酬が増えたわけではない児童は除く。
利用者負担額の算定フロー




ＳＴＡＲＴ


①令和２年２月にサービスの利用があったか。※１


なし
あり


利用者負担額全額が免除対象
→利用者の自己負担額は０円
【通知2(1)の場合】
②令和２年２月の利用者負担額が自己負担上限額となっているか。※１



はい
いいえ


③令和２年３月の利用者負担額は、２月の利用者負担額と比べて高いか。※２
免除対象外
→３月利用実績に基づく利用者負担額を利用者へ請求


いいえ
はい


免除対象外
→３月利用実績に基づく利用者負担額を利用者へ請求
【通知2(4)の場合】
２月の利用者負担額と同額を利用者へ請求　※３
【通知2(2),(3)の場合】






※１　対象児が上限額管理対象者ではない場合　→　令和２年２月の明細書により確認
　　　対象児が上限額管理対象者の場合　→　令和２年２月の利用者負担上限額管理結果表により確認
※２　対象児が上限額管理対象者ではない場合　→　令和２年２月と３月の明細書における利用者負担額の比較により確認
[bookmark: _GoBack]　　　対象児が上限額管理対象者の場合　→　関係事業所：上限額管理事業所に利用者負担額一覧表を提出（上限額管理事業所のみで、利用者負担額が負担上限月額に達した場合は省略）
上限額管理事業所：提出があった利用者負担額一覧表に基づき、令和２年２月の利用者負担額との比較により確認
※３　令和２年２月の利用者負担額の合計が4,000円である場合、各事業所の利用者負担額の合計が4,000円以上の場合は、免除対象となるので、利用者へは２月の利用者負担額と同額の4,000円を請求する。
